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介護老人保健施設（以下、老健施設）の在宅復帰や在宅支援を強化する視点におい

て、今後その機能を強化する上でもリハビリテーションの視点は欠かせない。そこで

、老健施設等において行われているリハビリテーションの具体的な内容及びマネジメ

ント並びにその効果について、実態把握を下記の3点を目的として行った。 

１．在宅復帰を目指すリハビリテーション施設である老健施設における、リハビリテ

ーションマネジメントの在り方の再検討。 

２．現在、加算で評価されている短期集中的に行われる個別リハビリテーションの効

果と在宅復帰の関連性について、老健施設のリハビリテーションの在り方の再検討

に向けた基礎データを収集。 

３．在宅復帰に必要な機能の一つとして「自分でトイレに行けるようになる」という

ニーズの実現のため多職種協働の視点からのリハビリテーションマネジメントの実

際について調査。 

 

調査結果からは、老健施設におけるリハビリテーションが、利用者の在宅復帰に向

けて有効に機能していることが把握された。その要因としては、多職種の関わり、在

宅復帰・在宅療養支援機能加算算定が特に大きく、在宅復帰という目標を持ったリハ

ビリテーションの重要性、多種のリハビリテーションプログラムの提供といったこと

があげられた。とりわけ排泄のリハビリテーションの提供の有効性が期待される。  

一方で、老健施設で提供されているリハビリテーションが下肢訓練や歩行訓練に偏

りがある等、利用者本位の生活を目指したリハビリテーションが必ずしも提供できて

いないことや、老健施設らしいリハビリテーションの概念や方法論が共通認識として

持たれていない、あるいはそのような概念が確立できていないことが課題として考え

られた。 

老健施設のリハビリテーションは、自立した生活の場面設定をしたリハビリテーシ

ョンが求められる。よって、リハビリテーションを行う人にわかりやすい目標設定を

すべきであり、そのために生活場面を設定したリハビリテーションをプログラム化し

て提供する必要がある。今後リハビリテーションのトレーニング内容も含め、生活場

面に応じた訓練等の概念自体を見直す必要があると考えられた。 

また、老健施設におけるリハビリテーションの充実を図るために、24時間利用者の

ケアをしている介護職が、リハビリテーション専門職が行っているエッセンスをケア

の中で活かしていくことが期待される。中でも在宅復帰に向けて排泄のリハビリテー

ションの効果が高いことが推察されるため、今後老健施設での排泄リハビリテーショ

ンの実施率を高めることにより、老健施設におけるリハビリテーションの効果がさら

に向上することが期待される。また多職種共通言語として、ICFステージングの活用

により多職種の連携が求められる。 

 


